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                          いわき市商工労政課 
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全国は、“緩やかな回復が持続！” 
いわきは、“踊り場を脱し回復の糸口に！” 
 

 “経済・景気四方山話”： 

「トレイル」は、“いわき市の知性！” 

 

■ 全国の経済・景気 

 

 前第 2 四半期 GDP は、2014 年 4 月の消費増

税後の予想外の落ち込みからマイナス成長とな

り、消費税率 10％への引き上げは、2017 年 4

月まで先送りされた。2015 年 2 月 16 日発表の

第 3 四半期（10－12 月）GDP（速報値）は、実

質値で前期比 0.6％増と３四半期ぶり、名目値

で同 1.1％と２四半期ぶりにプラス成長となっ

た*1。 

 2 月 19 日発表の「月例経済報告」（内閣府）

は“個人消費などに弱さが見られるが、緩やか

な回復基調が続いている”と、4 か月連続で基

調判断を据え置いた。部門別に判断を引き上げ

たのは、輸出が前月の“横ばい”から“持ち直

しの動き”に、雇用情勢が前月の“一服感がみ

られる”を削除し“改善傾向”と２部門だけで、

他部門は軒並み据え置いている。 

 

なお、景気実感がえられる「景気ウォッチャ 

ー調査」（内閣府。2015 年 1 月発表）では、現

状判断指数が 5 か月ぶりに上昇している。 

 先行き、雇用や所得環境の改善傾向が続く中、

原油価格の下落もあり、緩やかに回復していく

ことが期待されるが、消費マインドの弱さや海

外景気の下振れなどのリスクがある。  

 以上のように、景気減速にこそ歯止めがかか

ったものの強い成長が確信できる状態にはない。

足元では消費者の節約志向から消費は足踏み状

態にあり、先行きの不透明さが拭い去れない。  

*1 2014年の GDP成長率は、実質値で前年比 0.0％、

名目値では同 1.7％となり、名目成長率が実質成長

率を下回る“名実逆転”が解消し、デフレ脱却に

一歩近づいた。 

 

 

■ いわき市の経済・景気 

 

今期は、前期までの“踊り場”を脱し“緩や

かな回復”へ歩みを見せている。 

分野別に需要面は、大型小売店売上高が微増

（前年同期比 1.9％）、新設住宅が増加（同

10.8％）、と増加傾向にある。しかし景気動向を

より反映する自動車販売、建築着工、

公共工事等が低迷しており、需要のけ

ん引役は不在である。 

企業動向は、大口電力使用量（同

7.5％）が増加、雇用関係で雇用保険（同

△13.9％＝改善）の改善が続いている。

総じて全体としては、緩やかな回復と

なっている。 

今後は、全国の動向と同様、節約志

向にある消費マインドからの脱皮と賃

金・所得の上昇次第であり、これらの

動向から目が離せない。 

（商工労政課） 
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■ 経済・景気四方山話： 

「トレイル」はいわき市の“知性”！ 

 

 本紙「トレイル」（副題：いわき市の経済・

景気*2 の動き。トレイルは軌跡の意味）は、市

議会から提案を受け、平成 15 年、市が創刊し

た（当初は旧いわき未来づくりセンター、現在

は市商工労政課が発行）。このような地域経済

の状況を市レベルで把握・公表していたのは、

当時で数市、現在では全国唯一である。発行の

目的、意義等は本紙初刊（平成 15 年 6 月号）

で述べているが、創刊後 11 年経過した今、そ

の位置づけ・内容などが変わってきているので、

本号で改めて解説をしておきたい。 

*2 経済は物・サービスの生産・消費活動の仕組み

と状態を、景気はこれらの経済活動の動向をいう

ので、これを合わせ“経済・景気”とした。なお、

“四方山話”は経済・景気の背景や動向に関する

話柄や解説等を取り上げるものである。 

 

 経済・景気を把握する目的は、行政の経済政

策、企業行動、市民生活に判断基準を与えるこ

とにある。これなくして最適な経済対策や企業

の生産・販売行動はできない。市民もこれを見

ながら、耐久消費財の購入を急いだり控えたり

する。このため、“より正確で役に立つ”情報

が求められるが、この“より正確で役に立つ”

が難しい。この難しさの原因の一つに“平均*3”

と“大数の法則*4”がある。例えば、福島県全

体の平均では、県第一のいわき市の情報は実際

値より下がる。また、大量の情報処理に使う“大

数の法則”では、身近の実際値とかけ離れたも

のになる。これらを避けるには、いわき市だけ

の経済・景気把握が不可欠で、これが本事業を

始めた理由の一つである。 

*3 例えばいわき市の製品出荷額（福島県平成 24

年経済センサス-活動調査確報結果。百万円単位。）

82.6 は、郡山市 79.1、福島市 60.2 との平均 74.0

と大きく異なるため、県平均レベルで景気判断だ

けでは実態と離れることになる。 

*4 大数の法則では、平均と異なる情報も対象が多

くなれば全体の傾向に呑まれてしまう。 

 

 一般に、経済・景気把握の手法には、①成果

金額型*5（例：GDP）、②景気指数型（例：鉱

工業出荷指数）及び③アンケート型（例：景気

ウォッチャー調査*6）がある。このうち②は、

各省庁が分野別（工業、農業、金融、雇用等）

に公表するものであるが、県市を経由して地域

データを収集するが、結果は地域別に公表され

ない。 

*5 比較には①足元の動きを確認する前期比と②

大きな流れを見る前年同期比がある。 

*6 景気ウォッチャー調査は、店舗経営者、運転手

等景気動向に強くかかわる関係者へのアンケート

によるもの。実感が伴うとのことから街角調査と

も。県内では、平成 26 年から「一般財団法人とう

ほう地域総合研究所」が始めている。 

 

 “いわき市の経済・景気の動き”は、主に上

記②の手法によっているが、述べたように市レ

ベルでの指標が少ないため、採用している 23

指票の殆どは、市当局が市レベルの情報を直接

に収集するもの*7、県レベルのものを計量的に

推計するもの*8、市独自の指標を組み入れたも

の*9、などで構成されている。 

 これらの指標は、分野別・業種別に分析して

経済・景気を把握する。これが“いわき市の経

済・産業の動き”である。より動向を解りやす

くするため、各指標を“景気に先行、一致及び

遅行する*10 もの”に分けて、“いわき市の景気

動向指数”としている。 

*7 大型小売店舗等販売額、建築確認申請受付件数、

法人市民税調定額等。 

*8 県データからいわき市の産業連関表をもとに

算出するもの。鉱工業在庫指数、鉱工業生産指数

等。 

*9 高速道路出入交通量、小名浜港輸入通関実績、

入湯税調定人員等。  

  *10 先行指数 7(12)、一致 7(11)及び遅行 6(6)。国  

でも景気動向調査を発表しており、括弧数字は国

の採用指数。ただし、名称は同じでも、いわき市

独自指数もあり、中身は同じではない。  

 

 以上のように「トレイル」（副題：いわき市

の経済・景気の動き）は、市内の行政、企業及

び市民へ、文字通り市における経済・景気の情

報を的確に提供しているものである。内容を理

解されれば、多方面で効果的に使われる。その

意味で、最近、「トレイル」に発刊当初と違う

新たな使命が加わってきた。市が管内景気をき

ちっと把握した上で市を運営をすることは、例

えば企業誘致では“いわき市の知性”として評

価されよう。また人口減少下において、管内人

口の確保のために求めれれる都市間の魅力度競

争においても意味を持つ。今後とも、より広く

利用されることを望みたい。 

 

       （東日本国際大学名誉教授 大川信行） 
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